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第 2 回事前勉強会 

【1.実施枠組み】 

日時  2007 年 10 月 16 日（火）14:00 – 16:00 

会場  早稲田奉仕園 スコットホール 222 号室 

使用言語 日本語 

参加者  16 名（NGO 関係者のみ、主に広報やマーケティング・渉外担当者） 

 

【2.概要】 

時間 項目 担当者 

14：00 

～ 

14：05 

開講挨拶 

下澤 嶽氏（JANIC） 

茅野 俊幸氏（社団法人シャン

ティ国際ボランティア会） 

14：05 

～ 

14：20 

NGO の企業連携への取り組み 

①（特活）ハンガー・フリー・ワールドのア

プローチ法 

14：20 

～ 

14：25 

質疑応答 

渡邉 清孝氏（特定非営利活動

法人ハンガー・フリー・ワー

ルド） 

②参加者からの発表（各約 10 分・質疑応答

含む） 

・日本 UNHCR 協会 

根本 かおる氏(事務局長) 

・特定非営利活動法人ジャパン・プラット

フォーム 
寺垣 ゆりや氏（総務総括担当）

14：25 

～ 

15：00 

・社団法人セーブ・ザ・チルドレン・ 

ジャパン 

深見 俊朗氏（広報・マーケテ

ィング担当） 

15：00 

～ 

15：50 

ディスカッション 

～企業とNGOのパートナーシップのあり方と

は、その為の NGO 間ネットワークとは～ 

参加者 

*ファシリテーター 

茅野 俊幸氏（社団法人シャン

ティ国際ボランティア会） 

15：50 

～ 

15：55 

日本NGO連携無償資金協力における企業との

連携事例 

石原 圭子氏（外務省国際協力

局民間援助連携室） 

15：55 

～ 

16：00 

閉講挨拶 下澤 嶽氏（JANIC） 

 

【3.講義内容】 

第 2 回勉強会では、（特活）ハンガー・フリー・ワールドの渡邉清孝氏、及び参加者からの

「自団体の取り組み事例」の発表を行い、現在の NGO の企業連携への取り組み状況を共有した。

後半のディスカッションでは、財団法人シャンティ国際ボランティア会の茅野俊幸氏をファシ

リテーターに迎え、第 1回・2回の勉強会内容をふまえた参加者同士の意見交換を活発に行い

「企業と NGO とのパートナーシップのあり方」を考える場とした。 
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前半： 

①（特活）ハンガー・フリー・ワールドの企業アプローチ法 

同団体の取り組み事例として、ダイエット業界との連携事例の発表があった。本事例でのメ

リットとしてはインパクトのある宣伝効果、普段 NGO が掲載してもらえないような雑誌に掲載

してもらえる可能性、などが挙げられ、参加者は企業連携における「資金メリットだけでない

目的意識」を新たにした。本事例発表を通じて、企業と NGO 団体の特性を生かした社会貢献活

動の重要性が訴えられた。また、渡邉氏から NGO の今後の課題として下記の点の指摘があった。 

・ NGO のマーケティング能力 

・ 企業へのグルーバルイシュー啓発、MDGs の活用の可能性 

・ 企業のビジネス活動における CSR 活動への危機（ネスレの粉ミルク問題など） 

・ グローバル・イシュー以前の問題（CSR 担当者の意識の低さ等）における、企

業への助言やモニタリングの必要性 

 

②下記 3団体 3名による自団体での企業連携の取り組み状況の発表 

・ 日本 UNHCR 協会：根本 かおる氏 

・ （特活）ジャパン・プラットフォーム：寺垣 ゆりや氏 

・ （社）セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン：深見 俊朗氏 

 

3 名の発表では、事例もさることながら、心がけていることや課題など、NGO 全体が共有で

きる事柄が多く挙げられた。主な内容は以下の通り。 

・ 提案時に心がけていること。 

・ 短くてわかりやすいプレゼンテーション。 

・ 企業の特性、本業を生かし、Win－Win になる連携の開発、提案。 

・ 報告時に心がけていること。 

・ 現地からあげる情報とのつなぎ役をしっかり果たすこと。 

・ 現地で現地社員に会った際は、帰国したら本社に報告をする。 

・ １円単位のお金までの報告書を作成する。 

・ 企業ではあまりないが、団体に関しては社員・組合向けのイベントで、より支援を

実感できるような報告をする。 

・ メールニュース、感謝状、報告書の発行など、きめ細やかなコミュニケーション。 

・ 悩みや課題。 

・ 視察を希望する企業担当者が多いが、駐在員にとっては負担になる→決め細やかな

報告書と映像を使って補足している。 

・ 信頼関係を構築するまでに信頼とリソースがかかる→どう効率化するかが課題。 

・ 企業からの支援は自然災害には集まりやすいが、紛争地における難民支援には集ま

りにくい。→もっと広報しなくてはいけない。 

・ 運営費に関する支援をいかにとっていくか。 

・ 企業の後ろには社員がいる、その社員からの寄付、募金へどうつなげていくか。 

 

後半： 

①ディスカッション 

 主な意見は以下の通り。 
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・ NGO 側の渉外担当者間のネットワークと、企業側の集まり（経団連関係や CBCC*な

ど）で意見交換や提案を行ってはどうか。*社団法人海外事業活動関連協議会 

・ ある程度進んだ企業の場合、PR の為だけに NGO と組むのではない。他企業との競争

として、今まで気づいていない社会問題にいち早く取り組んでいきたいと思って

おり、未開拓分野を常に探している。その助言・提言者としての NGO の役割があ

る。もうひとつはリスクマネジメント。早期段階での NGO 側からの、自社に関係

する問題の指摘を望んでいる。 

・ 最終的に忘れてはいけないのは裨益者が幸せなコミュニティを作れること、そして

日本の社会にも啓発していくことがゴールであるということだ。 

・ 企業連携担当者間ネットワークの課題として規模の大きな NGO も、小さな NGO も参

加ができるということがある。 

・ JANIC では、中間支援組織として企業から相談を受けるが、一番多い質問は「この

団体は大丈夫ですか？」というもの。アカウンタビリティの強化は必須と実感し

ている。もう一点は、NGO の自主的な連合体である JANIC に相談がこなくていい

のか、他の組織が代表してよいのかということがある。 

・ CSR セクション、広報総務の担当者の意識は変わってきていると思うか。 

→ あまり感じない。熱心にやっている人はやっているし、やっていない人もい

る。自社のミッションと担当者の意識の格差が大きいと思う。担当者があまりに

も理解していなかったりすることもあり、NGO としてそのあたりへの啓蒙も意識

すべきなのかも知れないが、企業の人事や研修体制にも改善の余地はあるのでは

ないか。 

・ 企業が MDGs についてあまり書かないのは一般の人にはわからないからだろう。 

・ 提案連携に本業との接点を見せることで、担当者が上司・株主へ説明できる。 

・ 本社と社員の間に子会社がある。今後は子会社へのアプローチに可能性がある。 

・ ジャパン・プラットフォームの連携スキームの場合、1 業種 1 社の壁をどう乗り越

えるかが課題だ。同じ業界の A社が入ったら、B社は入りにくい、など。 

・ 「他の企業はここまで頑張っている」と競争心を出してもらうような提案の仕方を

したい。 

 

②NGO 側の渉外担当者間のネットワーク立ち上げの呼びかけ 

JANIC より、第 1 回・2 回勉強会を通じて話題に出た、NGO 側の渉外担当者間ネットワーク構築

の提案が行われ、多くの参加者がその必要性に同意した。JANIC からの呼びかけに応じて本ネット

ワーク立ち上げの準備会メンバーとして、参加者より 4名が手を挙げ、次回の 12 月 13 日に第１回

準備会をおこなうことに合意した。 

 

 

以上 
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【4.附則：プレゼンテーション資料】 
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